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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第105期

第３四半期
連結累計期間

第106期
第３四半期
連結累計期間

第105期

会計期間
自 平成29年４月１日
至 平成29年12月31日

自 平成30年４月１日
至 平成30年12月31日

自 平成29年４月１日
至 平成30年３月31日

売上高 (千円) 3,324,393 3,459,091 6,527,080

経常利益又は経常損失(△) (千円) △652,548 △346,759 19,860

親会社株主に帰属する四半期純
損失(△)又は親会社株主に帰属
する当期純利益

(千円) △460,514 △251,701 9,667

四半期包括利益又は包括利益 (千円) △468,999 △257,933 △1,188

純資産額 (千円) 4,896,493 5,105,294 5,364,271

総資産額 (千円) 9,362,104 9,401,087 10,373,791

１株当たり四半期純損失(△)又
は１株当たり当期純利益

(円) △34.69 △18.96 0.73

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) － － －

自己資本比率 (％) 52.3 54.3 51.7
 

 

回次
第105期

第３四半期
連結会計期間

第106期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成29年10月１日
至 平成29年12月31日

自 平成30年10月１日
至 平成30年12月31日

１株当たり四半期純利益又は１
株当たり四半期純損失（△）

(円) △4.00 2.62
 

 
(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載しており

ません。

　　 ４．平成30年10月１日付けで普通株式10株につき普通株式１株の割合で株式併合を行っております。第105期の

期首に当該株式併合が行われたと仮定し、１株当たり四半期純損失（△）又は１株当たり当期純利益及び潜

在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益を算定しております。

 
２ 【事業の内容】

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容

について、重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のう

ち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事

業等のリスク」についての重要な変更はありません。

 

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

なお、「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を第１四半期

連結会計期間の期首から適用しており、財政状態の状況については、当該会計基準等を遡って適用した後の数値で前

連結会計年度との比較・分析を行っております。

(1) 経営成績の状況

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、豪雨や震災などの自然災害の影響により一部消費の停滞が見

られたものの、良好な企業収益のもと設備投資の増加に加えて、雇用・所得環境の改善によって個人消費も持ち直

しの動きが見られ、景気は緩やかな回復基調で推移しております。一方、海外においては米中の貿易摩擦や英国の

ＥＵ離脱問題など、政治的な不確実性や為替・株式への不安材料の拡大により、国内景気に与えるリスクも高まっ

ており、先行きについては依然として不透明な状況が続いております。

このような状況のもと、当社は平成28年５月に作成した「２０１６中期事業計画」の最終年度として、当初の基

本方針を踏まえながら、受注確保に向けた競争力強化と収益改善に向けた体質強化を過年度の振り返りに基づく注

力施策として全社一丸で取り組んでおります。具体的には、受注確保に向けては、「大型更新需要の確実な取り込

み」、「優位性のある未開拓市場への拡販」、「宇宙分野の信頼向上と受注回復」に積極的に取り組んでおりま

す。また、収益改善に向けては、「プロジェクト遂行能力の強化」により損失を抑制し、「リソース活用の効率化

の徹底」で生産性の向上や費用効率の最大化を進めております。

その結果、当第３四半期連結累計期間の売上高は前年同期比134百万円（4.1％）増加し、3,459百万円となりまし

た。営業損失は、前年同期に比べ311百万円改善し△339百万円となりました。同じく、経常損失は前年同期に比べ

305百万円改善して△346百万円となりました。また、親会社株主に帰属する四半期純損失は前年同期に比べ208百万

円改善の△251百万円となっております。

 

なお、当社グループの売上高および利益の計上には季節的変動があり、第４四半期連結会計期間に偏る傾向があ

ります。

セグメントごとの業績は次のとおりであります。

 
　 売上高（百万円） 営業損失(△)（百万円）

前第３四半期
累計期間

当第３四半期
累計期間

増減
前第３四半期
累計期間

当第３四半期
累計期間

増減

気象防災事業 2,070 2,575 505 △425 △225 200

宇宙防衛事業 1,254 883 △370 △242 △57 185

調整額(注) － － － 16 △57 △73

合計 3,324 3,459 134 △651 △339 311
 

（注）営業損失の調整額は、各報告セグメントに配分していない全社費用であります。全社費用は、主に報告セグ

メントに帰属しない一般管理費、予算と実績の調整差額であります。
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＜気象防災事業＞

気象防災事業については、受注高は前年同期に比較して増加しており回復の兆しを見せています。売上高は、

高層気象分野や航空管制分野で、前年同期での海外向けラジオゾンデｉＭＳ－１００や航空管制通信制御装置改

修等大口案件の反動を受けて減少しているものの、地上気象分野での高速道路用気象観測設備や水管理分野での

ダム放流警報装置等が増加しており、合計で505百万円増加して2,575百万円となりました。売上高全体に占める

割合は74.5％となっております。営業損失は、売上高の増加と一部費用削減効果などで200百万円改善し、△225

百万円の営業損失となっております。

 

＜宇宙防衛事業＞

宇宙防衛事業の売上高は、ＭＭＸ（火星衛星探査計画）やＪＵＩＣＥ(木星氷衛星探査計画ガニメデ周回衛星)

関係、ＳＬＩＭ(小型月着陸実証機)航法・分光カメラ等の衛星搭載機器はユーザーの計画見直しにより遅れ気味

となっていることから、工事進行基準売上の伸びが鈍化しており、全体では370百万円減少の883百万円となりま

した。売上高全体に占める割合は25.5％となっています。営業損失は、売上高減少の影響はあるものの、前期に

おいて原価悪化要因であった過去契約の長工期案件の製造・試験段階での技術課題の発現が収束したことから、

前年同期に比べて185百万円改善の△57百万円の営業損失となりました。

 
(2) 財政状態の分析

　　（イ）資産

流動資産は、前連結会計年度末に比べて967百万円（15.3％）減少し5,345百万円となりました。主な増加の内訳

は、仕掛品704百万円、原材料及び貯蔵品144百万円で、主な減少の内訳は、現金及び預金179百万円、受取手形及び

売掛金1,650百万円です。

　固定資産は、前連結会計年度末に比べて５百万円（0.1％）減少し4,055百万円となりました。主な増加の内訳

は、リース資産（有形）11百万円、繰延税金資産110百万円で、主な減少の内訳は機械装置及び運搬具63百万円、有

形固定資産その他（備品・計測器等）78百万円です。

　この結果、総資産は、前連結会計年度末に比べて972百万円（9.4％）減少し9,401百万円となりました。

　（ロ）負債

流動負債は、前連結会計年度末に比べて712百万円（25.0％）減少し2,139百万円となりました。主な増加の内訳

はその他（前受金等）79百万円で、主な減少の内訳は買掛金309百万円、短期借入金276百万円です。

　固定負債は、前連結会計年度末に比べて１百万円（0.1％）減少し2,156百万円となりました。増加の内訳はリー

ス債務４百万円で、減少の内訳は退職給付に係る負債６百万円です。

　この結果、負債合計は、前連結会計年度末に比べて713百万円（14.2％）減少し4,295百万円となりました。

　（ハ）純資産

純資産合計は、前連結会計年度末に比べて258百万円（4.8％）減少し5,105百万円となりました。主として、親会

社株主に帰属する四半期純損失の計上により利益剰余金が251百万円減少したことによる影響です。純資産は減少し

たものの、総資産も大きく減少したため、自己資本比率は前連結会計年度末の51.7％から2.6ポイント上昇し54.3％

となっております。

 
(3) 経営方針・経営戦略等

当第３四半期連結累計期間において、有価証券報告書（平成30年６月22日提出）に記載した経営方針・経営戦略

等について重要な変更はありません。

 
(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、有価証券報告書（平成30年６月22日提出）に記載した対処すべき課題等に

ついて重要な変更はありません。

 
(5) 研究開発活動

当第３四半期連結累計期間の研究開発費の総額は167百万円であります。

なお、当第３四半期連結累計期間において当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

EDINET提出書類

明星電気株式会社(E01792)

四半期報告書

 4/18



 

 

３ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 23,556,000

計 23,556,000
 

(注) 平成30年６月21日開催の第105回定時株主総会において、当社普通株式10株を１株に併合する旨が承認可決さ

れ、平成30年10月１日をもって、発行可能株式総数は212,004,000株減少し、23,556,000株となっております。

 
② 【発行済株式】

 

種類
第３四半期会計期間末

現在発行数(株)
(平成30年12月31日)

提出日現在発行数(株)
(平成31年２月８日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 13,279,633 13,279,633
東京証券取引所
（市場第二部）

単元株式数は100株であり
ます。

計 13,279,633 13,279,633 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

 
② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成30年10月１日
△

119,516,705
13,279,633 ― 2,996,530 ― ―

 

(注) 株式併合（１０：１）によるものであります。

 
(5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(6) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成30年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。

① 【発行済株式】

   平成30年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

普通株式 61,000
 

―
権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式

完全議決権株式(その他) 普通株式 132,265,000
 

132,265 同上

単元未満株式 普通株式 470,338
 

― 同上

発行済株式総数 132,796,338 ― ―

総株主の議決権 ― 132,265 ―
 

(注) 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式337株が含まれています。

 

② 【自己株式等】

  平成30年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
明星電気株式会社

群馬県伊勢崎市長沼町
2223番地

61,000 ― 61,000 0.0

計 ― 61,000 ― 61,000 0.0
 

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(平成30年10月１日から平成

30年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成30年４月１日から平成30年12月31日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、EY新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。

　なお、新日本有限責任監査法人は、名称変更により、平成30年７月１日をもってEY新日本有限責任監査法人となり

ました。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度

(平成30年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成30年12月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 457,164 277,777

  受取手形及び売掛金 4,739,086 3,088,768

  製品 108,221 102,174

  仕掛品 444,045 1,148,244

  原材料及び貯蔵品 506,520 650,614

  前渡金 － 1,570

  その他 58,392 76,758

  流動資産合計 6,313,430 5,345,906

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 329,722 334,747

   機械装置及び運搬具（純額） 307,676 244,314

   土地 2,546,772 2,546,772

   リース資産（純額） 103,111 114,286

   建設仮勘定 14,445 21,649

   その他（純額） 356,642 278,577

   有形固定資産合計 3,658,370 3,540,348

  無形固定資産   

   リース資産 694 －

   その他 19,674 21,253

   無形固定資産合計 20,368 21,253

  投資その他の資産   

   投資有価証券 106,346 105,828

   長期貸付金 76 －

   退職給付に係る資産 24,201 29,518

   繰延税金資産 221,153 331,256

   その他 48,713 45,845

   貸倒引当金 △18,870 △18,870

   投資その他の資産合計 381,622 493,578

  固定資産合計 4,060,360 4,055,180

 資産合計 10,373,791 9,401,087
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度

(平成30年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成30年12月31日)

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 1,348,922 1,039,308

  短期借入金 537,105 260,569

  未払金 176,540 146,965

  リース債務 29,628 35,550

  未払法人税等 48,148 16,513

  未払消費税等 131,648 24,383

  製品保証引当金 113,172 129,916

  賞与引当金 167,112 90,835

  受注損失引当金 97,515 114,472

  その他 201,697 280,800

  流動負債合計 2,851,490 2,139,313

 固定負債   

  リース債務 73,945 78,636

  退職給付に係る負債 1,336,672 1,330,431

  環境対策引当金 15,400 15,400

  再評価に係る繰延税金負債 732,011 732,011

  固定負債合計 2,158,028 2,156,478

 負債合計 5,009,519 4,295,792

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 2,996,530 2,996,530

  利益剰余金 691,517 439,815

  自己株式 △6,306 △7,349

  株主資本合計 3,681,741 3,428,996

 その他の包括利益累計額   

  繰延ヘッジ損益 1,209 －

  土地再評価差額金 1,671,177 1,671,177

  退職給付に係る調整累計額 10,142 5,120

  その他の包括利益累計額合計 1,682,529 1,676,298

 純資産合計 5,364,271 5,105,294

負債純資産合計 10,373,791 9,401,087
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日
　至 平成30年12月31日)

売上高 ※1  3,324,393 ※1  3,459,091

売上原価 3,036,070 2,904,516

売上総利益 288,323 554,574

販売費及び一般管理費 939,777 894,248

営業損失（△） △651,454 △339,673

営業外収益   

 受取利息 1,168 1,167

 受取配当金 6 6

 受取賃貸料 12,459 13,015

 為替差益 1,728 3,204

 その他 3,362 2,178

 営業外収益合計 18,725 19,571

営業外費用   

 支払利息 3,250 2,415

 支払手数料 4,517 11,607

 株式管理費用 7,313 9,749

 その他 4,738 2,885

 営業外費用合計 19,820 26,657

経常損失（△） △652,548 △346,759

税金等調整前四半期純損失（△） △652,548 △346,759

法人税等 △192,034 △95,058

四半期純損失（△） △460,514 △251,701

非支配株主に帰属する四半期純利益 － －

親会社株主に帰属する四半期純損失（△） △460,514 △251,701
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日
　至 平成30年12月31日)

四半期純損失（△） △460,514 △251,701

その他の包括利益   

 繰延ヘッジ損益 △3,202 △1,209

 退職給付に係る調整額 △5,282 △5,022

 その他の包括利益合計 △8,484 △6,231

四半期包括利益 △468,999 △257,933

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 △468,999 △257,933

 非支配株主に係る四半期包括利益 － －
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【注記事項】

(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

 
当第３四半期連結累計期間

(自 平成30年４月１日 至 平成30年12月31日)

税金費用の計算 税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税

引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税

引前四半期純利益または税引前四半期純損失に当該見積実効税率を乗じて計

算しております。

ただし、当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を

欠く結果となる場合には、法定実効税率を使用する方法によっておりま

す。　
 

 

（追加情報）

当第３四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日 至 平成30年12月31日)

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を第１四半期連結会

計期間の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の区分

に表示しております。
 

 

(四半期連結貸借対照表関係)

　 １　偶発債務

(訴訟関係)

当社は、当社製品の納入先である積水化学工業株式会社より損害賠償請求訴訟（損害賠償請求金額 約1,274百万

円 訴状受領日 平成25年４月19日）を受け、現在係争中であります。積水化学工業株式会社は、当社からＯＤＭ供

給（受託者が、製品を設計した上で、委託者のブランド名で製品を製造し、委託者に供給すること）を受けていた

製品の設計不備に起因し、顧客宅に設置された製品の電源ユニットが発火する火災事故が発生したとして、積水化

学工業株式会社が負担することとなったリコール費用について、賠償を求める訴えを提起したものです。訴訟の推

移によっては、今後の業績に影響を及ぼす可能性もありますが、現時点ではその影響を予測することは困難であり

ます。

　　　２　受取手形割引高

 

 
前連結会計年度

(平成30年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成30年12月31日)

受取手形割引高 97,017千円 15,100千円
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(四半期連結損益計算書関係)

※１　売上高の季節的変動

前第３四半期連結累計期間（自 平成29年４月１日　至 平成29年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間

（自 平成30年４月１日　至 平成30年12月31日）

当社グループの売上高は、通常の営業の形態として、連結会計年度の第４四半期連結会計期間に納期を迎える受

注の割合が大きいため、第４四半期連結会計期間の売上高が他の四半期連結会計期間と比較して著しく多くなる傾

向にあります。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四

半期連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。

 

 
前第３四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日
至 平成30年12月31日)

減価償却費 217,386千円 218,338千円
 

 

(株主資本等関係)

前第３四半期連結累計期間(自 平成29年４月１日 至 平成29年12月31日)

１．配当金支払額

 

　　　 該当事項はありません。

 
２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末

日後となるもの

該当事項はありません。

 

当第３四半期連結累計期間(自 平成30年４月１日 至 平成30年12月31日)

１．配当金支払額

 

　　　 該当事項はありません。

 
２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末

日後となるもの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報
  (単位：千円)

 
気象防災
事業

宇宙防衛
事業

合計
調整額
(注)１

四半期連
結損益計
算書計上
額(注)２

売上高      

  外部顧客への売上高 2,070,135 1,254,257 3,324,393 － 3,324,393

  セグメント間の内部
  売上高又は振替高

－ － － － －

計 2,070,135 1,254,257 3,324,393 － 3,324,393

営業損失(△) △425,287 △242,382 △667,669 16,215 △651,454
 

(注) １．営業損失の調整額16,215千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であります。全社

費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費、予算と実績の調整差額であります。

２．報告セグメントの営業損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

 
２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

　

　

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成30年４月１日　至　平成30年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報
  (単位：千円)

 
気象防災
事業

宇宙防衛
事業

合計
調整額
(注)１

四半期連
結損益計
算書計上
額(注)２

売上高      

  外部顧客への売上高 2,575,643 883,447 3,459,091 － 3,459,091

  セグメント間の内部
  売上高又は振替高

－ － － － －

計 2,575,643 883,447 3,459,091 － 3,459,091

営業損失(△) △225,112 △57,350 △282,462 △57,210 △339,673
 

(注) １．営業損失の調整額△57,210千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であります。全

社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費、予算と実績の調整差額であります。

２．報告セグメントの営業損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

 
２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第３四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日
至 平成30年12月31日)

１株当たり四半期純損失 34円69銭 18円96銭

    (算定上の基礎)   

   親会社株主に帰属する四半期純損失(千円) 460,514 251,701

   普通株主に帰属しない金額(千円) － －

   普通株式に係る親会社株主に帰属する
　　四半期純損失(千円)

460,514 251,701

    普通株式の期中平均株式数(株) 13,274,271 13,273,462
 

(注)１.潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

   ２.当社は、平成30年10月１日付けで普通株式10株につき普通株式１株の割合で株式併合を行っております。前

 連結会計年度の期首に当該株式併合が行われたと仮定し、１株当たり四半期純損失を算定しております。

 
２ 【その他】

重要な訴訟事件につきましては、「第４　経理の状況　１　四半期連結財務諸表　注記事項（四半期連結貸借対照

表関係）１　偶発債務（訴訟関係）」に記載のとおりであります。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成31年２月８日

明星電気株式会社

取締役会  御中

 

EY新日本有限責任監査法人
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 井   上   秀   之 印

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 髙   梨   洋   一 印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている明星電気株式会

社の平成30年４月１日から平成31年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平成30年10月１日から平成

30年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成30年４月１日から平成30年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、明星電気株式会社及び連結子会社の平成30年12月31日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべて

の重要な点において認められなかった。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
　

 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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